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  問題意識 

 　戦略を策定し実施するのは組織である。にも

かかわらず，戦略論は戦略の土台である組織そ

のものをあまり考察してこなかった。 

 　本稿では，戦略論と組織論の理論的関係性を

明らかにする。先ず，戦略論における理論と実

践を考察する。次に，組織論の発生論および機

能論を吟味する。さらに，戦略と組織の理論的

関連性を検討する。さいごに，われわれが明ら

かにすべき理論的課題を明示する。 

 1　理論と実践 

 　戦略論を構成する大前提の一つに，「理論」

と「実践」の対立がある。すなわち，戦略論は

しばしば「実践」に立脚する学問であり，学術

的要請に応える組織論のような「理論」志向の

学問領域とは，根本的に異なるものであるとい

う前提である。 

 　たしかに，戦略論と組織論では，それぞれが

扱う研究対象が異なる。一方は，実際に実務家

が格闘する現実的課題にどのように対処するか

という「実践」を扱い，他方では，学術的な前

進のために「理論」を扱う。特に1960年代以

降の組織論はシステム論をその理論的支柱に据

え，より理論志向の立場をとっている。 

 　しかしながら，戦略論も組織論も，理論と実

践という異なる前提をもつとはいえ，両者が扱

うその研究対象は本質的に同一の「組織」である。 

 　すなわち，戦略論は戦略を独立変数として第

一義に扱い，従属変数として二義的に組織を扱

うのである。組織論は，それとは対照的に，組

織を独立変数として第一義に扱い，従属変数と

して二義的に戦略を扱っているのである。 

 　研究対象としての組織とそこから派生する戦

略を理論化し普遍的な説明を加える際に，それ

ぞれが用いる表現や方法は，それぞれの用語な

どの点での表面的な差異はあるにせよ，基本的

には同じものである。故に，実際，戦略論といっ
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ても通用する組織論もあるし，組織論といって

も通用する戦略論もある。言語として記述され

る研究としてみれば，戦略論も組織論も，互い

に区別しえないのである。 

 　したがって，われわれは戦略論の理論的課題

の解決のために積極的に組織論の知見を応用す

ることが可能であると考えるのである。 

 　以上より，理論と実践を熟考すると，戦略と

組織の理論的関係が明らかになった。 

 　では，どのように戦略論と組織論が関係して

いるのか。手始めに，われわれは多少の回り道

をするとしても，そもそも組織論自体がどのよ

うに発展してきたのか，さらにどのような機能

のもとに組織論は分類できるのかを確認してお

かなければならない。 

 2　組織論 

 　理論と実践を熟考すると，戦略と組織の理論

的関係が明らかになった。では，組織論はどの

ように分析されているのか。 

 　組織は，周知の通り，複雑かつ多様な現象を

示す。それ故に，組織の構造・行動・変化を主

題としてあつかう組織論は多様であり学際的で

ある。 

 　さて，2つの視点を用いて組織論を概観しよ

う。第1に，組織論の発生論的説明（どのよう

に組織論は発展してきたのか）である。第2に，

組織論の機能論的説明（どのような機能のもと

に組織論は分類できるのか）である。 

 2.1　発生論 

 　先ず，組織論の発生論的説明としてHatch

（1997）を概観しよう。 

 　Hatchは，組織論に対してインスピレーショ

ンを与えた源泉となる研究者・思想家や研究分

野を示す。彼女は，従来の組織論を4つに区分

した。古典的組織論，近代的組織論，シンボリッ

ク―解釈的組織論，ポストモダン組織論である。 

 　まず，古典的組織論は1900年代にはじまる。

これは，経済学，工学，社会学，政治学など

を主たる学問的背景としてもつ。代表的研究

者としては，Adam Smith，Karl Marx，Emile 

Durkheim，F. W. Taylor，Henri Fayol，Max 

Weber，C. I. Barnardがいる。 

 　次に，近代的組織論である。これは1950

年代にはじまる。これは社会学，政治学，生

物学，生態学，産業社会学などを主として展

開された。代表的研究者としては，Hebert 

Simon，Talcott Parsons，Alfred Gouldner，

James March，Melville Dalton，Ludwig von 

Bertalanffyがいる。 

 　シンボリック―解釈的組織論は1980年代には

じまる。社会人類学，文化人類学，民俗学，記

号論，言語学がその学問的背景にある。Alfred 

Schutz，Phillip Selznick，Peter Berger，

Thomas Luckmann，Clifford Geertz，Erving 

Goffman，W. F. Whyte，Paul Ricoeur，

Vladimir Propp，Roland Barthes，Ferdinard 

de Saussure，Kenneth Burkeが代表的研究者

である。 

 　さいごにポストモダン的組織論である。これ

は1990年代にはじまる。ポストモダン建築，

ポス構造主義理論，文学理論，文化研究がその

学問的背景にある。代表的研究者は，Michel 

Foucault，Charles Jencks，Jacques Derrida，

Mikhail Bakhtin，Jean-Francois Lyotard，

Richard Rorty，Jean Baudrillardである。 

 　これらの4つの区分によって，組織論におけ

る学際的な研究領域を提示した。 

 　Hatchによる組織論の学説史的把握は，例え

ば，経済学，工学，社会学からはじまり，ポス
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トモダン構造主義理論，文学理論，文化研究ま

でをも網羅する。彼女はこの4つの区分につい

ての関連性や意義を明確に示してはいないもの

の，この区分は組織論が隣接諸学を摂取して発

展した順序を体系的に学説史的に把握するため

にはきわめて有益である。 

 　Reed（1996）は，組織研究は19世紀の社会

―政治学の思想家の著作にその歴史的根源があ

ると指摘して，6つのメタ物語―解釈的枠組み

を通じて組織論における歴史的に競合しあう研

究領域（a Historically Contested Terrain）を

要約している。 

 　その6つの枠組みとは，秩序を問題とする合

理性枠組み，コンセンサスを問題とする統合

枠組み，リバティを問題とする市場枠組み，支

配を問題とするパワー枠組み，統制を問題とす

図1　組織論へのインスピレーションの源泉（Hatch, 1997）
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る知枠組み，参加を問題とする公正枠組みであ

る 1）  。

 　まず，秩序を問題とする合理性枠組みである。

これは，Taylerの科学的管理，Fayolの古典的

組織論，Simonの意思決定論がその学問的中心

にある。 

 　第2に，コンセンサスを問題とする統合枠組

みである。これは，人間関係論，新人間関係論，

機能主義，コンティンジェンシー /システムズ

理論，企業文化といったテーマがその中心であ

る。 

 　第3に，リバティを問題とする市場枠組みで

ある。企業の理論，制度経済学，エージェンシー

理論，資源依存性，個体群生態学，リベラル組

織論がその理論的支柱である。 

 　第4に，支配を問題とするパワー枠組みであ

る。これは，ネオ・ラディカル・ウェーバー主

義，批判的 /構造的マルクス主義，労働過程，

制度論がその中心である。 

 　第5に，統制を問題とする知の枠組みである。

これは，エスノメソドロジー，組織文化 /シン

ボル，ポスト構造主義者，ポスト工業，ポスト・

フォード主義 /近代，Foucault，Garfinkel，行

為者ネットワーク理論をその理論的支柱とする。 

 　さいごに，参加を問題とする公正枠組みであ

る。この枠組みにおいて，ビジネス倫理，モラ

ル性と組織行動論，産業民主主義，参加理論，

批判理論（Harbermas）がその理論的支柱である。 

表1　組織分析における分析的物語

メタ物語的な

解釈枠組み

主要なプロブ

レマティーク
説明的/例証的な諸パースペクティブ 文脈上の諸変遷

合理性 秩序
古典的組織論，科学的管理，意思決定

論，Tayler，Fayol，Simon
夜警国家から産業国家へ

統合 コンセンサス

人間関係論，新人間関係論，機能主義，

コンティンジェンシー /システムズ理

論，企業文化，Durkheim，Barnard，

Mayo，Parsons

企業家的資本主義から福祉

資本主義へ

市場 リバティ

企業の理論，制度経済学，エージェン

シー理論，資源依存性，個体群生態学，

リベラル組織論

管理者社会主義からネオ・

リベラル資本主義へ

パワー 支配

ネオ・ラディカル・ウェーバー主義，

批判的 /構造的マルクス主義，労働過

程，制度論，Weber，Marx

リベラル集合主義から交渉

済みのコーポラティズムへ

知 統制

エスノメソドロジー，組織文化 /シン

ボル，ポスト構造主義者，ポスト工

業，ポスト・フォード主義 /近代，

Foucault，Garfinkel，行為者ネットワー

ク理論

産業主義 /近代性から脱工

業主義 /ポスト近代性へ

公正 参加

ビジネス倫理，モラル性と組織行動論，

産業民主主義，参加理論，批判理論，

Harbermas

抑圧的民主主義から参加的

民主主義へ

（Reed, 1996）
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 　以上のReedによる組織研究の分析的物語は，

その分類基準が不明瞭であり，同時に組織論の

最新動向にまで踏み込んでいるとは言いがた

い。が，組織分析の淵源がかなり多様に広がっ

ていることが分かる。 

 　この2つの発生論的説明を通観して分かるこ

とは，組織論が多様な隣接諸学からの影響を受

けただけでなく，思想的・哲学的な知的蓄積を

も包摂しているということである。すなわち，

組織論の深度はきわめて深く，またその地平は

きわめて広いのである。 

 2.2　機能論 

 　では次に，組織論の機能論的説明を概観しよ

う。 

 　Pfeffer（1982）は，行為に対する視角と分

析レベルの2軸によって従来の組織論を包括的

に把握する。行為に対するパースペクティヴは，

①合目的的，意図的，目標志向的，合理的であ

る視角，②外的に制約的で伝統的な視角，③創

発的でほとんど無作為的な過程と社会的構造に

依存するパースペクティヴの3つである。分析

レベルは，①主に個人を中心として，連合体，

下位単位というミクロなレベル，②組織全体

を扱うマクロなレベルの2つである。こうした

3つのパラドックスと2つの分析レベルによっ

て，以下のように6つのセルが明らかになる。 

 　先ず，行為を合目的的，意図的，目標志向的，

合理的とするパースペクティブにおいて，個人・

連合体の分析レベルでは，期待理論，目標設定，

欲求理論と職務設計，政治モデルが該当する。

分析レベルが組織全体の場合，構造的コンティ

ンジェンシー理論，市場の失敗 /取引コスト，

マルクス主義者または階級的視角が該当する。 

 　次に，行為を外的に制約的であり統制的であ

るとするパースペクティブにおいて，個人・連

合体の分析レベルではオペラント条件づけ，社

会的学習理論，社会化，役割理論，社会的コン

テクスト効果と集団，回顧的合理性，社会的情

報処理が該当する。分析レベルが組織全体の場

合，個体群生態学，資源依存性が該当する。 

 　さいごに，行為が創発的あるいは社会的構造

に依存するパースペクティブにおいて，個人・

連合体の分析レベルでは，エスノメソドロジー，

組織の認知論，組織における言語，感情にもと

づく過程が該当する。分析レベルが組織全体に

わたる場合，パラダイムとしての組織，意思決

定過程と管理理論，制度化理論が該当する。 

 　この6つのセルにおいて従来の行為に関する

パースペクティヴを体系的に整理している。 

 　Burrell & Morgan（1979）は，組織分析の

背景となる社会学的パラダイムを明らかにす

る。従来の組織論の研究を網羅的な分類におい

て，ラディカル・チェンジとレギュレーション

の社会学を縦軸に，主観的と客観的を横軸に設

定する。4つの象限は次の通りである 2）  。

 　第1象限のラディカル構造主義者は，ラディ

カル・チェンジの社会学と客観性を強調する。

第2象限のラディカル人間主義者は，ラディカ

ル・チェンジの社会学と主観性を強調する。第

3象限の解釈主義者は，レギュレーションの社

会学と主観性を強調する。エスノメソドロジー

や現象学的な相互作用論を代表とする。さいご

の第4象限における機能主義者は，レギュレー

ション社会学と客観性を強調する。組織研究の

大半の理論的・実証的研究を含み，組織分析に

おいて支配的なWeber社会学と社会科学研究

において支配的な実証主義を結ぶ。 

 　さて，PfefferとBurrell & Morganの2つの

機能論的説明を通観して分かることは，組織に

おける多様な分析レベルの追究があるというこ

とと，主観―客観という社会科学固有の問題領
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域への追究があるという点である。 

 　Poole, Van de Ven & Dooly（2000）は，社会

変化に関連する理念型を4つに分類する。すな

わち，社会学者コントやスペンサーを中心とす

るライフサイクル，ダーウィンを始祖とする進

化論，ヘーゲルやマルクスを起源とするコンフ

リクト理論，ウェーバーを基軸とする目的論で

ある。 

 　Poole, Van de Ven, Dooley & Holmes（2000）

は，社会変化に関する理念型を4つに分類した。

すなわち，ライフサイクル論，進化論，弁証法，

目的論である。 

 　例えば，コント，スペンサー，ピアジェがは

じめたライフサイクル論においては，生物の有

表2　組織論における理論的パースペクティヴの類型化

「行為に関する諸パースペクティヴ」

合目的的，意図的，目標

志向的，合理的

外的に制約的，統制的 創発的，ほぼ無作為的，

過程と社会的構造に依存

分
析
レ
ベ
ル

個人，

連合体，

もしくは

下位単位

期待理論

目標設定

欲求理論と職務設計

政治モデル

オペラント条件づけ

社会的学習理論

社会化

役割理論

社会的コンテクスト効果

と集団

回顧的合理性

社会的情報処理

エスノメソドロジー

組織の認知論

組織における言語

感情にもとづく過程

組織全体

構造的コンティンジェン

シー理論

市場の失敗 /取引コスト

マルクス主義者または階

級的視角

個体群生態学

資源依存性

パラダイムとしての組織

意思決定過程と管理理論

制度化理論

（Pfeffer, 1982）

図2　4つのパラダイムによる社会理論の分析

（Burrell & Morgan, 1979）
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機的成長を展開してきた。ライフサイクル論に

おいては，有機的成長，内在的進歩，予期され

た連続性，追従的適応が鍵概念となる。 

 　ダーウィンを嚆矢とする進化論は突然変異説

や段階的均衡を論じてきた。メンデルやエルド

リッジ＆グールドもこの開拓者として名が挙げ

られる。進化論においては，競争的生き残りが

鍵概念となる。それは，一個体群における諸々

の競争者同士のあいだの自然淘汰を指す。事象

の進展においては，変異，淘汰，把持が繰り返

される。 

 　ヘーゲルやマルクスを基盤とする弁証法にお

いては，コンフリクト理論，弁証法的唯物論，

多元主義，集合的行為を追究してきた。フロイ

表3　社会変化に関する理念型の諸理論

ファミリー ライフサイクル 進化論 弁証法 目的論

メンバー

発展主義

（Developmentalism）

存在発生

（Ontogenesis）

生物の変態

（Motamorphosis）

段階と循環モデル

ダーウィン的進化論

メンデルの遺伝子

突然変異説

（Saltationism）

段階的均衡

コンフリクト理論

弁証法的唯物論

多元主義

集合的行為

目標設定，プランニ

ング

機能主義

社会的構成

シンボリック相互作

用論

開拓者

Conte

　（1798―1857年）

Spencer

　（1820―1903年）

Piaget

　（1986―1980年）

Darwin

　（1809―1882年）

Mendel

　（1822―1884年）

Gould & Eldridge

　（1977年）

Hegel

　（1770―1831年）

Marx

　（1818―1883年）

Freud

　（1856―1939年）

Mead

　（1863―1931年）

Weber

　（1864―1920年）

Simon

　（1916―年）

鍵となるメ

タファー・

ロジック

「有機的成長」

内在的進歩

（immanent program）

予想された連続性

（prefigured sequence）

追従的適応

（compliant adaptation）

「競争的生き残り」

一個体群における諸

競争者間の自然淘汰

「対立，コンフリクト」

相対立する勢力

正

反

合

「目的を持った協働」

予想された最終段階

社会的構成

等結果性

事象の進展

（Event 

Progression）

始まりにおいて現在

ある内在的可能性を

開示する場合に，予

め表示された諸段階

のもつリニアーで不

可逆的な連続性

変異，陶汰，把持事

象の再帰的で，蓄積

的で，蓋然的な連続

性

相対立する価値観も

しくは諸事象間での

正面衝突，コンフリ

クト，統合という，

再帰的で，不連続的

な連続性

望ましい最終段階に

到達するための諸手

段の目標設定，実施，

適応という，再帰的

で，不連続的な連続

性

勢力の創発

（Generating 

Force）

自然，論理，もしく

は諸制度によって規

定された，予想され

た連続性 /ルール

個体群稀少性

競争

（動植物の）片利共

生（Commensalism）

対立する諸勢力，諸

利害，諸階級間のコ

ンフリクトと正面衝

突

目標エナクトメント

諸手段に関するコン

センサス

協働 /共生

（Poole, Van de Ven, Dooley & Holmes，2000，p. 59）
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トもこの開拓者として名が挙げられる。弁証法

においては，正，反，合が鍵概念となる。 

 　ミード，ウェーバー，サイモンらの目的論は，

機能主義，社会的構成，シンボリック相互作用

論へと研究が展開した。目的論において鍵概念

となるのは，目的をもった協働である。そこに

は，予測された最終段階，社会的構成，等結果

性が含まれる。 

 　われわれは，上記で概観してきた組織論の発

生論的説明と機能論的説明を吟味した。これら

に基づいて，組織論の知的蓄積を戦略論に援用

できるとわれわれは考える。 

 　ただし，上記の諸文献に共通して言えること

は，戦略論にそれらをそのまま援用することは

できないということである。その理由は次のよ

うに示すことができる。第1の理由は，組織自

体の構造・行動・変化を扱うものではないため

である。第2に，これらのパラダイムを設定す

ることによってこれらを統合する別のパラダイ

ムを創出できないためである。第3に，マクロ

とミクロをどのように結ぶかという社会諸科学

に通底する課題に対処できないためである。 

 3　戦略と組織 

 　では，こうした組織論のみの分類とは別に，

戦略論と組織論がどのようなつながりをもって

いるのかを把握しなければならない。 

 3.1　ディスクルス 

 　Rouleau & Seguin（1995）は，組織論と戦

略論の関係を次の表をもって明らかにする。彼

らは，戦略論にはさまざまなアプローチがある

にもかかわらず，その諸分類の限界を打破でき

ないのは組織論が考察されていないからである

と指摘する。すなわち，彼らは，戦略について

の説明（ディスクルス）は自立的ではないが故

に，個人・組織・環境を示す諸方法においてみ

られる戦略論と組織論との共通性を認識する必

要があることを強調するのである 3）  。

 　その上で，彼らは，戦略論のディスクルスを

古典的ディスクルス，コンティンジェンシー的

ディスクルス，社会―政治的ディスクルス，社

会―認知的ディスクルスに弁別する。 

 　第1に，古典的ディスクルスである。これに

おいては，管理者を個人ととらえる。個人とし

ての管理者は自由意志をもって合理的であり，

他の参加者は非合理的で影響を与えられると考

える。組織を，幅広い協働を基盤とした個々人

によって表面的な一元的システムととらえる。

環境を他の企業を含む経済的環境ととらえる。

均衡もしくは適応を主として捉える。組織論に

おける主導者は，Barnard，Simon，Selznick

である。戦略論における主導者は，Ansoff，

Andrews，Westley & Mintzbergである。 

 　第2に，コンティンジェンシー的ディスクル

スである。これにおいては，構造的決定論（管

理者さえもが除かれる，もしくは彼の行為は大

きく制約されると考える）によって個人をとら

える。組織は，環境―業績間を媒介する，構造

的な諸変数もしくは諸パラメータの結果として

とらえる。環境は，ほかの企業を含む経済的

環境としてとらえる。その環境は，制約的で

あり決定論的である。組織論における主導者

は，Woodward，Lawrence & Lorsch，Pugh & 

Hicksonである。戦略論における主導者者は，

Child，Chandler，Miles & Snow，Porter，

Williamsonである。 

 　第3に，社会―政治的ディスクルスである。

これにおいては，行為に対する能力についての

認識が個人において重要だと把握される。組織

は，具体的な諸行為をもつ一連の諸グループ，
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連合体，システムとしてとらえられる。環境

は，企業とそのコミュニティ（経済的と社会的）

であるととらえる。環境は複雑で制約的である

が，介入できるという可能性をもつ。組織論の

主導者としては，Cyert & March，Crozier & 

Fiedbergが挙げられる。戦略論の主導者には，

Bower，Burgelman，Johnson，Narayanan & 

Fahey，Pettigrewの名があがる。 

 　第4に，社会―認知的ディスクルスである。

これにおいては，個人はその人の経験と相互作

用なしで構成されるものとして理解される。組

織は，個人によってもしくは諸グループによっ

て構成された，ある主観的現実としてとらえら

れる。環境は，個々人によってもしくは諸グルー

プによって構成されたある主観的現実としてと

らえる。WeickとSilvermanが，社会的―認知

的ディスクルスの戦略論の主導者である。戦略

論の主導者としては，Brunssonの名が挙がる。 

 　以上がRouleau & Seguin（1995）が示した4

つのディスクルスである。ここから分かること

表4　戦略におけるディスクルス・タイプ

古典的ディスクルス
コンティンジェンシー

的ディスクルス

社会―政治的ディスク

ルス

社会―認知的ディスク

ルス

個
人

2モデルの存在；管理

者は自由意志をもって

合理的である；他の参

加者は非合理的で影響

を与えられる

究極的に，構造的決定

論（管理者さえもが除

かれる，もしくは彼の

行為は大きく制約され

る）

行為に対する能力につ

いての認識

個人はその人の経験と

相互作用なしで構成さ

れるものとして理解さ

れる

組
織

幅広い協働を基盤とし

た，個々人によって表

面的な一元的システム

環境―業績間を媒介す

る，構造的な諸変数も

しくは諸パラメータの

結果

具体的な諸行為をもつ

一連の諸グループ，諸

連合体もしくは諸シス

テム

個人によってもしくは

諸グループによって構

成された，ある主観的

現実

環
境

他の企業（経済的），

均衡もしくは適応

他の企業（経済的），

制約的で決定論的

企業とそのコミュニ

ティ（経済的と社会

的），複雑で制約的で

あるが，介入の可能性

をもつ

個々人によってもしく

は諸グループによって

構成されたある主観的

現実

組
織
論
研
究
者

Barnard（1938）

Simon（1945）

Selznick（1948）

Woodward（1958）

Lawrence & Lorsch

（1967）

Pugh & Hickson（1976）

Child（1972）

Cyert & March（1963）

Crozier & Fiedberg

（1977）

Weick（1979）

Silverman（1970）

戦
略
論
研
究
者

Ansoff（1965）

Andrews（1971）

Westley & Mintzberg

（1988）

Chandler（1962）

Miles & Snow（1978）

Porter（1981）

Williamson（1981）

Bower（1970）

Burgelman（1983）

Johnson（1987）

Narayanan & Fahey

（1982）

Pettigrew（1973）

Brunsson（1982）

（Rouleau & Seguin，1995より）
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は組織論と戦略論はその底辺において大きく共

通しているということである。が，ここでは環

境・組織・個人をそれぞれ4つのディスクルス

の分類し，単に組織研究者と戦略研究者とを分

類したにすぎないともいえる。 

 3.2　ミクロ―マクロ・リンク 

 　Van de Ven（1987）は，戦略変化を健全に理

論構築するための4つの必要条件を提示する。

その要件とは，第1に，ミクロレベルとマクロ

レベル分析を関連付けて説明すべきであるとい

うことである。 

 　第2に，組織内部の構造の機能付けもしくは

個々人の外的な合目的的行為によって，どのよ

うに変化が生み出されるのかを説明すべきであ

るということである。第3に，安定性と不安定

性の両方を説明すべきであるということであ

る。第4に，主要な歴史的な測定基準として時

間を含めるべきであるということである。 

 　われわれがここで注目すべきは，第1におい

て指摘されているミクロ―マクロによる分析で

ある。ミクロ―マクロは，組織論・戦略論に限

らず，特に近年きわめて強く認識されている社

会諸科学が追究するテーマである。 

 　「社会秩序はいかにして可能か」。この問いは，

周知のとおり社会諸科学においてきわめて多様

に展開されてきた（大澤，2000等）。従来の社

会諸科学は，パーソンズによるホッブズ的秩序

問題を出発点として，決定論―主意主義，客観

主義―主観主義，方法論的個人主義―方法論的集

合主義などがその解決の糸口を求めてきたので

ある。その2つの分析視座は，社会の構成要素

としての部分（もしくは個）を追究するミクロ

理論と，部分には還元できない全体を追究する

マクロ理論であった。 

 　実は，それらは一方でミクロの論理で説明し，

他方でマクロの論理で説明するというそれぞれ

の領域での議論に弁別されたままであった。 

 　近年，ミクロとマクロを結ぼうという全く新

しい試みがなされている。これはミクロ―マク

ロ・リンク（Micro-Macro Link）と呼ばれて

いる 4）  。

 　Alexander et al.（1987）はこう語る。 

 「（この新しい局面を特徴付けるのは）あらゆ

る理論的伝統の内部で，またミクロとマク

ロに深く分断された二つの立場の双方から，

ミクロ的視角とマクロ的視角を結び合わせ

ようとする真摯な企てが進行していること

である。われわれは，こうした新しい展開

が理論的な不同意をいわばニュートン的に

綜合するだろうというような幻想を抱いて

はいない。しかし，リンケージを模索する

動向の拡がりと強度が社会学史上空前の出

来事であることは確信している（邦訳50頁）。」 

 　同時に，彼らは「ミクロ―マクロ問題は，パ

ラダイムの境界をまたいで，異なる伝統に連な

る理論どうしのコミュニケーションや学問領域

の統合をうながしている（1987，邦訳10頁）」

と，その可能性を強調する。 

 　経営学の中核たる組織論は，こうした社会諸

科学全体を見渡すような方法論的議論を，一部

の例外（Burrell & Morgan，1979; Morgan，

1997 etc.）を除いて，ほとんど行ってこなかっ

た。ミクロとマクロ，個と全体といった視点を

しばしば無視したままで存立していたのである。 

 　が，われわれは，組織を社会と個人の中間に

位置するものとみなす。それ故に，社会・組織・

個人という主題をあつかう社会諸科学における

一つの確立された学問領域として組織論を設定

するならば，ミクロとマクロ，個と全体といっ
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た視点を包含する考え方を理論的土台として設

定しなければならないのである。 

 　以上より，戦略論と組織論はディスクルスと

ミクロ―マクロ・リンクをもって密接につなが

る研究領域だということが分かった。 

 4　結語にかえて 

 　本稿では，次の結論を得た。 

 　第1に，組織論の知的蓄積を戦略論に援用で

きるということが分かった。 

 　第2に，戦略論と組織論はディスクルスとミ

クロ―マクロ・リンクをもって密接につながる

研究領域だということが分かった。 

 　さいごに，今後の研究課題を提示して本稿を

閉じる。 

 　第1に，「戦略とは何か」を理論的に追究す

ることである。われわれは，事例研究に傾注し

つつある戦略論をあらためて理論的研究へと回

帰させようと試みるのである。 

 　戦略論は，周知のとおり，経営学のなかで最

も政策的志向性が要請されてきた分野である。

たしかにそれは経営政策論にその学問的前身を

もち，特に米国において産業界との密接なつな

がりをもつ経営学大学院を知的生産の拠点とし

ているためである。また，その知的現場では，

理論的な基礎研究や学際的な理論構築よりもむ

しろ，新奇なビジネス用語の輩出や時代的要請

に即した実践的で短期即効性をもつマネジリア

ル・インプリケーションの提示が強く求められ

てきた。よって，戦略に関する関心が，ただ安

直に戦略とは成長への鍵であるという見方がつ

よい。さらに，戦略論は利潤最大化への切札で

あるといった単純で表面的な思考に終始するこ

ともある。その最適解の発見にのみ満足する傾

向さえもままみられる。戦略的という形容詞を

掲げて表現をすりかえただけの用語の氾濫すら

みられる。 

 　こうした状況は「社会科学としての戦略論」

をあまりにも皮相的なものへと陥れる危険性を

伴う。わが国の学界における戦略論の研究にお

いても，同様の傾向がみられる。例えば，80

年代の米国の学界を席捲した産業経済学を基盤

とする戦略論が，いまだに支配的である。特に

製品・サービスに偏った研究動向は，研究開発

部門もしくはマーケティング部門に研究の焦点

を絞っている。 

 　われわれの研究姿勢は，このような学界動向

に与するものではない。ひとたび甲論乙駁の学

界動向に巻き込まれてしまうと，多くの学徒は

その主流への追随をややもすると優先してしま

うことがある。われわれは，戦略論の理論的な

追究を愚直に目指す。先人による知的蓄積をひ

もとくことによって，未解決の理論的諸課題に

たいして試論的見解を析出しようとする試みで

ある。社会科学における一分野として成り立つ

戦略論を精緻に確立しようという試みである。

分かりやすく言えば「社会科学としての戦略論」

を構築するのである。 

 　よって，われわれは「戦略とは何か」を理論

的に追究しなければならないと考えるのであ

る。従来の戦略論では何が解き明かされ，何が

未解決のままなのか，その理論的発展方向にど

のような可能性があるのかといった諸課題の探

究を迂遠ながらもはじめなければならないと考

えるのである。 

 　第2に，「組織とは何か」を追究することで

ある。戦略は戦略だけで成り立つもではない。

戦略とそれを司る組織メンバーを共に考究しな

ければならない。戦略と組織，この共に経営学

の中心に根ざす2つの概念の間には密接で複雑

なつながりがある。しかし，特に近年の戦略論
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の研究動向をみて分かるように，そのつながり

は表面にあまりあらわれることはなく，その大

深度にある交錯のほんの一部がかろうじて露見

しているにすぎない。また，そのつながりは同

じ大地にありながらも個々別々に存在している

ように捉えられている。しかも，そこにはおよ

そ人としての組織メンバーが出てくることはな

いのである。 

 　われわれは戦略の本質には戦略を策定し実施

する「組織メンバー」を見逃してはならないと

いうことを強調する。 

 　組織とはそれを構成するメンバーの一人一人

によって成り立つものである。より詳しく言え

ば，彼らは組織のなかの単なる部品として機能

しているわけではなく，組織のなかで懸命に生

き抜いている人々である。組織の中に身を置く

一人一人は，苦悶し試行錯誤を繰り返す。同時

に，彼らは組織のなかにおいてもときには対立

し，ときには協調する。たんに課業環境だけが

不確実なのではなく，組織の内部においても不

確実性は存在するのである。環境に適応するた

めの術を述べるためには，組織のなかのさまざ

まなメンバーの生々しい活動が視野におさめら

れるべきであろう。身近なことばで表現すれば，

戦略とは組織メンバーの努力と活動の結晶であ

るということを明示したいのである。 

 　第3に，「経営者とは何か」を追究すること

である。戦略を策定し実施する。その頂点たる

経営者を理論的に把握しなければならないので

ある。従来の経営学ではBarnard以降の研究蓄

積が経営学界の主流を占め，その発展に大いに

貢献した。しかしながら，経営者と戦略，経営

者と意思決定，経営者と企業家概念といった理

論的関連性への追究が精緻になされたとはいえ

なかった。さらに，経営者の交替およびその戦

略，経営者が実施する提携，経営者が模索する

ような企業合併など，われわれは事例とともに

考察する。 

 　第4に，「変化とは何か」である。上述の戦

略・組織・経営者の3つを変化というテーマに

よって体系的に把握することである。すなわち，

第1の「戦略と変化」，第2の「組織と変化」，

第3の「経営者と変化」というように，各部に

おいて変化との理論的関係性を追究するのであ

る。従来，経営学学界において，変化が重要だ

と声高に叫ばれてきた。その固定観念がわれわ

れには牢固として沁みついている。にもかかわ

らず，変化とは何かを根本的に追究することは

手薄であった。われわれは，今後，これらを念

頭に置いて，議論を進めなければならないと考

える。 【脱稿：2013年1月15日】 
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 注 

 1） 秩序をめぐる議論は，主に社会学においてなさ

れてきた。佐藤（1993）によれば，とくにこれ

を社会学ではホッブズの秩序問題（Hobbesian 

problem of order）という。ホッブズ問題とも

よばれる。これはもともとパーソンズがホッブ

ズの中に発掘した課題である。すなわち，人々

が私的な利害関心を合理的に追求する際に，い

かにして社会秩序は可能かという問題である。

何ものにもとらわれず，独立で平等な近代的な

人間たちが，互いに私的利益を自在に追求する

とすれば，分配をめぐるさまざまな利害の対立

が生じる。力と暴力による対立闘争に陥る。結

局のところ，万人の万人に対する戦争状態に帰
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着してしまう。とするならば，自由・平等・独

立の近代人にとって，いかに社会秩序はありう

るのかを問うのである。友枝（1998）によれば，

ホッブズ問題は社会システムに秩序が生成され

るメカニズムと，秩序が維持されるメカニズム

を解明することである。よって，このホッブズ

問題は社会学の根本問題をなすのである。以上

は，佐藤勉「ホッブズ問題」森本清美・塩原

勉・本間康平編『新社会学辞典』有斐閣，1993

年，1352頁；友枝敏雄『モダンの終焉と秩序形

成』有斐閣，1998年を参考にした。他にも参

考文献として以下を参照した。金子勝・児玉龍

彦『逆システム学：市場と生命のしくみを解き

明かす』岩波書店，2004年，前川泰樹・水川喜

文・岡田光弘編『エスノメソドロジー：人びと

の実践から学ぶ』新曜社，2007年，Westwood, 

R. & S. Clegg (eds.),  Debating Organization: 

Point-Counterpoint in Organization Studies , 

Blackwell, 2003。 

 2） パラダイム（Paradigm）は，Kuhn（1962）が

提出した概念である。彼は，その定義を多様に

示したが，概して「一般に認められた科学的業

績で，一時期の間，専門家に対して問い方や答

え方のモデルを与えるもの（邦訳v頁）」であ

ると考える。彼のいう「科学革命（Scientific 

Revolutions）」とは，天動説から地動説へと

人々の認識の転換を示したコペルニクス的転回

のようにパラダイムが変わることを指す。ただ

し，富永（1993）は，Kuhnの科学革命におい

ては一度革命が起これば旧学説が再度復権する

ということはけっして起こりえないだろうが，

社会科学の場合には旧学説は必ずしも誤りとし

て棄てられたわけではないから一定期間の後に

また復活することもあるためにKuhnのパラダ

イム概念を用いない，と主張する。なお，組織

論において，パラダイム概念をはじめてもちい

たのはBurrell & Morgan（1979）である。付

表1（Lewis & Grimes，1999）から分かるよ

うに，現在，マルチパラダイム・アプローチ

（Multiparadigm Approaches）として多くの組

織論文献が提出されている。このアプローチは

近年の組織論・戦略論の流行であり，このよう

な諸パラダイム間の対話によって知的前進を促

すことができると考えられる（Lincoln, 1985; 

Hassard, 1991; Scherer, 1998）。しかし，野家

（1993）はマルチパラダイムを次のように批判

する。複数のパラダイムがともに立脚し，それ

らを貫通する共通の基準が見出せないとすれば，

その優劣を比較することははなから無意味であ

るし，いわんや連続的な「進歩」を云々するこ

とはできない，と。上記文献は，野家啓一『科

学の解釈学』新曜社，1993；富永健一『現代の

社会科学者』講談社，1993；野家啓一『クーン：

パラダイム』講談社，1998。 

 3） ディスクルスは，仏語ではdiscours，ドイツ語

ではDiskurs，英語ではdiscourseである。もと

もとは方法的に進行し，各部分から全体を築き

上げる思考ないし発話のことである。現代では

フーコーが「言説」といい，ハーバーマスが「討議」

の意味で用いる。上記は，中岡成文「ディスクー

ル」廣松渉他編『岩波哲学・思想辞典』岩波書

店，1998年，1109頁を参照した。ほかにも，ディ

スコースについては，以下も参照した。鈴木聡

志『会話分析・ディスコース分析：ことばの織

りなす世界を読み解く』新曜社，2007年。 

 4） 複雑系（Complexity）の議論も，社会諸科学

と自然諸科学をまたいで，ミクロとマクロのつ

ながりを念頭に置く（Dooly & Van de Ven，

1999；高橋，1991；吉岡，1997等）。岸田（2000）

は，複雑系という新しい科学論を組織論との

関連において次のように論じている。複雑系

（Complexity）は自己組織化するシステムであ

り，非線型性という特徴をもち，そこには，カ

オスやフラクタルという性質が含まれる。また，

ミクロがマクロを創り出す点で還元主義的な性

質をもち，ミクロとマクロの関係に関するパラ

ドキシカルな性質（自己言及から生じる循環的

因果関係）をもつ。なお，ミクロ―マクロ問題に

ついては以下も参照した。今井賢一・金子郁容

『ネットワーク組織論』岩波書店，1988年；片

桐雅隆『自己と「語り」の社会学：構築主義的

展開』世界思想社，2000年。 
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付表1　マルチパラダイム・アプローチ

例 テクニック 関心のある現象 アウトプット

マルチパラダイム概観

Alvesson（1987） 括弧入れ（Bracketing） 作業 解釈的枠組み

Astley & Van de Ven

（1983）

括弧入れ 組織理論 議論

Morgan（1983） 括弧入れ 研究方法 関わりの様式

（Modes of Engagement）

Morgan（1997） 括弧入れ 組織 メタファー /イメージ

Reed（1996） 括弧入れ 組織研究 分析的物語

Smircich（1983） 括弧入れ 文化 研究プログラム

Gioia & Pitre（1990） 括弧入れと橋渡し

（bridging）

理論構築，構造 パラダイム；変遷圏―構造化

理論

Grint（1991） 括弧入れと橋渡し 技術 パラダイム；変遷圏―行為者

ネットワーク理論

Kagham & Philips（1998） 橋渡し 知識 構成主義者パースペクティヴ

Weaver & Gioia（1993） 橋渡し 構造 構造化理論

Willmott（1993） 橋渡し 労働過程 ラディカル労働過程理論

マルチパラダイム研究

Bradshaw-Cambal l  & 

Murray（1991）

パラレル 組織ポリティクス 3焦点観

Graham-Hill（1996） パラレル 小企業戦略 4ケース研究

Hassard（1991） パラレル 作業組織 4経験的研究

Martin（1992） パラレル 文化 3パースペクティヴ枠組み

Gioia, Donnellon & Sims

（1989）

連続的（sequential） 認知スクリプト 客観的―主観的研究

Gioia & Thomas（1996） 連続的 戦略変化 主観的―客観的研究

Lee（1991） 連続的 組織 連続的戦略

Sutton & Rafaeli（1988） 連続的 情動的表示

（emotional display）

三角測量的研

（Triangulated study）

マルチパラダイム理論構築

Gioia & Pitre（1990） メタ理論作り

（metatheorizing）

組織構造 推測転換

（Conjecture inversion）

Grimes & Rood（1995） メタ理論作り 局所的認識論 諸認識論を橋渡しする

Morgan（1983） メタ理論作り 研究方法 反省的会話



― 40 ―

名古屋学院大学論集

Poole & Van de Ven（1989） メタ理論作り 構造 パラドックス的戦略

Bouchikhi（1998） 相互作用（interplay） 組織パラドックス 弁証法的緊張

Clegg（1990） 相互作用 パワー メタパラダイム理論

Gaventa（1980） 相互作用 パワー メタパラダイム理論

Reed（1997） 相互作用 構造―行為 成層的存在論

（Stratified ontology）

Schultz & Hatch（1996） 相互作用 文化 パラダイム相互作用

Spender（1998） 相互作用 知識 多元主義認識論

Ybema（1996） 相互作用 文化 メタパラダイム理論

（Lewis & Grimes, 1999）


